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加
入
月
か
ら
の
国
保
税
を
納
め
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

異
動
の
届
け
出
は
お
早
め

に
　

健
康
保
険
に
異
動（
加
入
・
脱
退

な
ど
）が
あ
っ
た
場
合
は
、
異
動
が

あ
っ
た
日
か
ら
14
日
以
内
に
役
場
に

届
け
出
て
く
だ
さ
い
。
届
け
出
の

あ
っ
た
翌
月
に
改
め
て
保
険
税
額
を

計
算
し
、
新
た
な
税
額
の
通
知（
変

更
通
知
）を
送
付
し
ま
す
。

　

ま
た
、
就
職
な
ど
で
他
の
健
康
保

険
に
加
入
し
た
場
合
な
ど
も
、
国
保

脱
退
の
届
け
出
が
必
要
で
す
。

所
得
の
申
告
を
忘
れ
ず
に

　

国
保
税
の
決
定
や
軽
減
、
入
院
時

の
食
事
代
、
高
額
療
養
費
の
算
出
に

あ
た
っ
て
は
、
国
保
加
入
者（
擬
制

世
帯
主
を
含
む
）全
員
の
所
得
申
告

が
必
要
で
す
。
高
額
療
養
費
は
世
帯

単
位
で
計
算
さ
れ
ま
す
の
で
、
国
保

加
入
者
の
中
に
未
申
告
の
人
が
い
る

と
上
位
所
得
者
と
み
な
さ
れ
て
計
算

さ
れ
ま
す
。
申
告
を
し
て
い
な
い
人

が
い
る
世
帯
は
、
必
ず
申
告
を
し
て

く
だ
さ
い
。
な
お
、
世
帯
の
所
得
合

計
額
が
一
定
基
準
以
下
の
と
き
に
は
、

国
保
税
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

※
医
療
機
関
や
薬
局
の
窓
口
で
支

払
っ
た
額
が
、
暦
月（
月
の
初
め

か
ら
終
わ
り
ま
で
）で
一
定
額（
自

己
負
担
限
度
額
）を
超
え
た
場
合
に
、

そ
の
超
え
た
金
額
が
後
日
支
給
さ
れ

る
制
度
で
す
。

保
険
証
の
再
交
付
に
は

１
週
間
か
か
り
ま
す

　　

保
険
証
を
紛
失
し
て
し
ま
っ
た
と

き
は
、
町
民
生
活
課
窓
口
で
再
交
付

手
続
き
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

な
お
、
保
険
証
が
再
交
付
さ
れ
る
ま

で
に
は
、
１
週
間
ほ
ど
か
か
り
ま
す
。

再
交
付
申
請
の
際
に
、
引
換
書
を
お

渡
し
し
、
１
週
間
後
に
保
険
証
と
引

換
書
を
交
換
し
ま
す
。
申
請
か
ら
再

交
付
ま
で
の
間
に
医
療
機
関
に
か
か

り
た
い
場
合
は
、
申
請
者
が
国
保
の

加
入
者
で
あ
る
証
明
書
を
お
渡
し
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
の
で
、
窓
口
に

申
し
出
て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
保
険
証
の
再
交
付
申
請
に

は
、
印
鑑
が
必
要
に
な
り
ま
す
の
で
、

必
ず
お
持
ち
く
だ
さ
い
。

国
保
税
の
納
税
義
務
者
は

世
帯
主
で
す

　

国
保
は
、
扶
養
の
概
念
が
な
く
、

世
帯
単
位
で
加
入
し
ま
す
。
世
帯
主

が
国
保
に
加
入
し
て
い
な
い
場
合
で

も
、
納
税
義
務
者
は
世
帯
主（
※
擬

制
世
帯
主
）と
な
り
ま
す
。
国
保
に

関
連
す
る
通
知
な
ど
も
世
帯
主
宛
て

に
送
付
さ
れ
ま
す
。

※
国
保
加
入
者
が
属
す
る
世
帯
で
、

世
帯
主
が
国
保
未
加
入
の
場
合
が
あ

り
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
世
帯
を
「
擬

制
世
帯
」
と
い
い
、
世
帯
主
を
「
擬

制
世
帯
主
」
と
い
い
ま
す
。

健
康
保
険
に
空
白
の
期
間

は
あ
り
ま
せ
ん

　

国
保
の
加
入
日
は
、
届
出
日
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。
他
の
健
康
保
険
を
脱

退
し
た
日
、
ま
た
は
猪
苗
代
町
に
転

入
し
た
日
な
ど
で
す
。
手
続
き
が
遅

れ
た
と
き
で
も
、
そ
の
日
ま
で
さ
か

の
ぼ
っ
て
加
入
す
る
こ
と
と
な
り
、

国
保
の
お
は
な
し

あ
る
日
突
然
私
た
ち
を
襲
う
病
気
や
け
が
。

そ
ん
な
時
、
皆
さ
ん
を
支
え
る
の
が
「
国
民
皆
保
険
制
度
」
で
す
。

今
月
号
で
は
、
国
民
健
康
保
険（
以
下
、「
国
保
」）の
仕
組
み
や

今
年
度
の
税
率
な
ど
に
つ
い
て
解
説
し
ま
す
。

問
町
民
生
活
課

　
国
保
年
金
係

　
☎（
62
）２
１
１
４

国
保
と
は
こ
ん
な
制
度

　　

日
本
で
は
、
い
ざ
と
い
う
と
き
に

安
心
し
て
病
院
に
か
か
れ
る
よ
う
、

全
て
の
人
が
い
ず
れ
か
の
健
康
保
険

に
加
入
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す

（
国
民
皆
保
険
制
度
）。

　

国
保
加
入
者
の
皆
さ
ん
が
病
気
や

け
が
を
し
た
と
き
、
窓
口
負
担
が
１

割
か
ら
３
割
で
済
む
の
は
、
そ
の
残

額
の
負
担
を
国
保
加
入
者
が
納
付

し
て
い
る
国
民
健
康
保
険
税（
以
下
、

「
国
保
税
」）な
ど
で
賄
わ
れ
て
い
る

か
ら
で
す
。

　

こ
の
よ
う
に
日
本
の
健
康
保
険
制

度
は
、
健
康
保
険
に
加
入
す
る
皆
さ

ん
で
支
え
あ
っ
て
い
ま
す
。

保険証は身分証
明書としても使
えます。紛失し
ないように十分
注 意 し ま し ょ
う。

※

国民健康保険制度が
平成 30年４月から変わりました

国保はこれまで市町村単位で運営していましたが、国民皆保険を将来にわたって
守り続けるため、都道府県も国民健康保険の運営を担うことになりました。

国保加入者に影響はありません
　国保の財政運営の主体は市町村から都道府県に変わりますが、医療機関の受診
方法や一部負担金の割合などに変更はありません。
　国保の加入や脱退の手続き、被保険者証の交付や国保税の納付先、高額療養費
などの申請、各種届け出の窓口は、これまでどおり町民生活課窓口で行います。

平成 30年度の国民健康保険税率が決まりました
　国民健康保険が都道府県単位となり、今後は県内
市町村の国保税が均一になるよう目指します。
　本町でも算定方法を見直し、これまで所得割・資
産割・均等割・平等割の合計（４方式）の額を国保
税としていましたが、今年度から資産割を廃止して
所得割・均等割・平等割の合計（３方式）の額が世
帯での国保税になります。
　制度改正により国保税の算定方法が変わりました
が、加入者のみなさまには今回の変更で急激な負担
増とならないよう配慮した税率としました。

○県では平成 35 年度までに算定方式を全
　ての市町村で３方式に統一する方針であ
　ること
○所得が低い人にも資産割は課税されるた
　め、負担となっていること
○不動産からの所得割と資産割が重複して
　課税されることがある

資産割廃止の主な理由

平成 30 年度国民健康保険税率表
課税方法 医療保険分 後期高齢者支援分 介護保険分

①所得割額
国保加入者の平成 29 年中の基準総所得
金額に対し、右の割合を乗じた金額 6.2％（5.85％） 2.0％（2.19％） 1.4％（2.12％）

②資産割額 国保加入者の土地家屋に係る固定資産税
額に対し、右の割合を乗じた金額 廃止（14.00％） 廃止（3.00％） 廃止（3.00％）

③均等割額 国保加入者１人ごとに課税される金額 21,300 円（20,700 円） 6,400 円（8,200 円） 6,200 円（10,700 円）

④平等割額 １世帯ごとに課税される金額 17,800 円（17,400 円） 5,400 円（6,700 円） 4,000 円（6,000 円）

①③④の合計額が平成 30 年度の国保税額となりま
す。ただし、右の金額が賦課限度額となり、それ以
上に課税されることはありません。

58 万円（54 万円） 19 万円（19 万円） 16 万円（16 万円）

※「基準総所得金額」とは、平成 29 年中の総所得金額の合計額から 33 万円（基礎控除）を控除した金額です。
※加入者の年齢によって課税される区分が変わります。

40 歳未満 医療保険分＋後期高齢者支援分
40 歳以上 65 歳未満 医療保険分＋後期高齢者支援分＋介護保険分
65 歳以上 75 歳未満 医療保険分＋後期高齢者支援分＋介護保険料（※）

※ 65 歳以上の人の介護保険料は、原則として年金から天引き

※（　）内は平成 29年度の税率


